



















A Study on Economic Policy in China
This study is to examine the features of the economic policy in the Xi Jinping era. China’s 
economic growth rate in the first half of 2017 was 6.9%. Although the growth rate is decelerating, 
the economic structure is changing toward expand domestic demand type centered on the 
consumption. The Chinese government aims to double real GDP by 2010 by 2020. Towards this 












































年 輸出総額（億ドル） 対前年比伸び率 輸入総額（億ドル） 対前年比伸び率 貿易収支（億ドル）
2001年 2661 6．8 2436 8．2 225．5
2002年 3256 22．4 2952 21．2 304．3
2003年 4382 34．6 4128 39．8 254．7
2004年 5933 35．4 5612 36．0 321．0
2005年 7620 28．4 6600 17．6 1020．0
2006年 9690 27．2 7915 19．9 1775．2
2007年 12205 26．0 9561 20．8 2643．4
2008年 14307 17．2 11326 18．5 2981．3
2009年 12016 -16．0 10059 -11．2 1956．9
2010年 15778 31．3 13962 38．8 1815．1
2011年 18984 20．3 17435 24．9 1549．2
2012年 20487 7．9 18178 4．3 2308．8
2013年 22090 7．8 19500 7．3 2590．1
2014年 23423 6．0 19592 0．5 3830．6
2015年 22735 -2．9 16796 -14．3 5939．1
2016年 20982 -7．7 15874 -5．5 5107．3
図表2　輸出入額及び貿易収支の推移
出所　中華人民共和国国家統計局：中国統計摘要2017,中国統計出版社,2017.
−244−
中国の経済政策に関する一考察
図表3　成長率と需要項目別寄与度
図表４　第一次、二次、三次各産業の成長率
出所　中華人民共和国国家統計局：中国統計摘要2017,中国統計出版社,2017.
出所　中華人民共和国国家統計局：中国統計摘要2017,中国統計出版社,2017.
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　しかしながら、ここ数年の経済成長率の需要項目別寄与度をみると、図表3に見られるよう
に、資本形成の寄与度が徐々に小さくなっていく一方で、消費支出の寄与度が14年3．6ポイ
ント、15年4．1ポイント、16年4．3ポイントと次第に大きくなっていることが分かる。
　また、図表4の第一次、第二次、第三次産業の成長率をみると、工業を中心とする第二次産
業の成長率は14年7．4％、15年6．2％、16年6．1％と次第に縮小し、同年の経済成長率を
下回りつつあるのに対して、第三次産業（サービス業）は、14年7．8％、15年8．2％、16年
7．8％と一定の成長率を維持し、経済成長率を逆に上回っている。
　一方で、近年大きく伸び悩んでいるのが輸出である。前述のように、リーマン・ショック前
は急速な成長を続けていた輸出であるが、12年以降の3年間は一桁の伸びにとどまり、15年▲
2．9％、16年▲7．7％と、2年連続でマイナス成長が続いている。純輸出の成長寄与度も、
同じようにここ2年マイナスが続いている。
　このように、特にここ数年において、中国経済はこれまでの「世界の工場」から「消費を中
心とする内需主導型の経済」へと変わってきていることが、データから窺える。
　本稿冒頭の董礼華局長による「サービス業や消費は最高の寄与度を保持し、新たな成長のエ
ネルギーとしてより一層役割を発揮して」いるとの評価も、このようなデータによって裏付け
られていると言えるだろう。
図表５　業種別成長率
出所　中華人民共和国国家統計局（http://www.stats.gov.cn/）より作成。
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　４．むすびにかえて
　これまで見てきたように、中国の経済成長は、習近平時代の「新常態」の中で、次第に「消
費を中心とする内需主導型の経済」へ転換しつつあることが窺える。
　一方で、未だ解決の進んでいない問題も存在している。その一つは不動産であろう。業種別
成長率をみると、15年において一時期落ち込んでいた不動産業の成長率（3．8％）が、16年に
おいては前年比8．6％の成長と再び盛り返し、同年の経済成長率（6．7％）を上回った。
　しかし、17年の上半期においては、6．9％と同期の経済成長率を同じ水準に落ち着き、一
方で卸売・小売業（7．3％）、飲食・ホテル業（7．3％）、運輸・通信業（9．2％）と各種サー
ビス業が経済成長率を上回る情勢となっている。
　また、図表6のように、14年後半から15年前半にかけて、低迷していた不動産価格も、16年
後半から17年初めにかけて10％以上の伸び（前年同月比）を示すなど、再び過熱する兆しを見
せている。
　前述の中央経済工作会議においても、「『不動産は住むために利用するものであり、投機のた
めの利用するものではない』という位置づけを堅持し」、「不動産バブルを抑制するのみならず、
図表６　不動産価格変動幅の推移
出所　中華人民共和国国家統計局（http://www.stats.gov.cn/）より作成。
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